[bookmark: _Hlk142069954]様式第４号（単体企業・経常建設工事共同企業体）

一般競争入札参加資格等確認申請書
                                                                      　年    月    日
（宛先）
  埼玉県知事又は発注機関の長

（入札に参加する事業所）
                                    住        所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
                                    商号又は名称　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
                                    代表者  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

  下記工事の入札公告に示された、一般競争入札参加資格等確認資料等を添えて入札参加資格の確認を申請します。
  なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること並びに当該申請書及び電子証明書の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

記
１  公告年月日      年    月    日
２  工事名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
３  工事場所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
４  連絡先
（１）担当者所属・氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（２）電話番号　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
※紙入札の場合、以下は不要
[bookmark: _Hlk160730298][bookmark: _Hlk144735616][bookmark: _Hlk160729855][bookmark: _Hlk160730053]５　入札書提出時点の事業所等情報
[bookmark: _Hlk160730567]（１）埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
[bookmark: _Hlk160730577][bookmark: _Hlk160730921]（２）法人代表者氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
[bookmark: _Hlk160730587]（３）会社名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（登記している場合に記入）
６　入札書提出時点の以下の事業所等情報と入札書提出時に使用する（した）電子証明書の記載事項との整合（該当する方に○を付けてください。）
[bookmark: _Hlk160730598]（１）会社本店住所　（相違がある／相違がない／登記していない）
[bookmark: _Hlk160617521][bookmark: _Hlk160730609]（２）電子証明書名義人の住民票記載住所　（相違がある／相違がない／電子証明書に記載がない）
　代表者等の変更（改姓、改名含む）により、電子証明書に記載された名義人氏名等＊1と異なることとなる場合、変更日＊2以降は、前名義人氏名等の電子証明書は、絶対に使用しないでください。電子証明書が使用できない場合は、公告文及び添付資料を御覧いただき、必要な手続をしてください。
＊１「名義人氏名等」とは、電子証明書に記載されている以下の事項
○名義人氏名
　【工事等】埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者（又は法人代表者）
　【物品等】物品等競争入札参加資格申請時の契約者（又は法人代表者）
○名義人所属の会社本店住所（登記している場合）
○名義人所属の会社名（登記している場合）
○名義人住民票記載住所（電子証明書に記載のある場合）
＊２「変更日」とは、
○名義人・会社名・本店住所の変更は、取締役会等で指定された日
○名義人の改姓や改名・住民票記載住所の変更は、市区町村役場への届出日
※前名義人氏名等の電子証明書（旧電子証明書）を使用した入札は無効になります。旧電子証明書を使用して入札を行った者は、入札参加停止等の措置を受けることがあります。



　









[bookmark: _Hlk142071170][bookmark: _Hlk160445268][bookmark: _Hlk160613972]
[bookmark: _Hlk160632307][bookmark: _Hlk160730367]－－－－－－－－－－－－－－－－－－－以下、発注者確認欄－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
[bookmark: _Hlk160615474][bookmark: _Hlk160730624]□：開札後、電子入札システム上で表示される電子証明書の記載事項と上記５（１）又は（２）及び（３）に相違がないことを確認
□：上記６の全てが「相違がある」に該当しないことを確認
[bookmark: _Hlk144736846]　　※相違がある場合は、入札手続を進める前にヘルプデスクへ確認すること。
　　※標準型でくじになる場合、電子証明書の不正使用があった者は、くじの対象としないこと。

様式第５号（特定建設工事共同企業体）

一般競争入札参加資格等確認申請書

                                                                      　年    月    日

（宛先）
  埼玉県知事又は発注機関の長


                      特定建設工事共同企業体の名称                                  

                        代表構成員  住        所
                                    商号又は名称
                                    代表者                                  

                        構  成  員  住        所
                                    商号又は名称
                                    代表者                                  

                        構  成  員  住        所
                                    商号又は名称
                                    代表者                                  

  下記工事の共同請負のため、特定建設工事共同企業体を結成したので、入札公告に示された一般競争入札参加資格等確認資料及び特定建設工事共同企業体協定書を添えて入札参加資格の確認を申請します。
  なお、各構成員とも地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること並びに当該申請書及び電子証明書の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。


記

１  公告年月日          年    月    日
２  工　事　名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　　
３  工事場所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
４  連絡先
（１）商号又は名称　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（２）担当者所属・氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（３）電話番号　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
※紙入札の場合、以下は不要
[bookmark: _Hlk160729939]５　入札書提出時点の事業所等情報
（１）埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（２）法人代表者氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
[bookmark: _Hlk144735837]（３）会社名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（登記している場合に記入）
[bookmark: _Hlk160449848]６　入札書提出時点の以下の事業所等情報と入札書提出時に使用する（した）電子証明書の記載事項との整合（該当する方に○を付けてください。）
（１）会社本店住所　（相違がある／相違がない／登記していない）
（２）電子証明書名義人の住民票記載住所　（相違がある／相違がない／電子証明書に記載がない）


　代表者等の変更（改姓、改名含む）により、電子証明書に記載された名義人氏名等＊1と異なることとなる場合、変更日＊2以降は、前名義人氏名等の電子証明書は、絶対に使用しないでください。電子証明書が使用できない場合は、公告文及び添付資料を御覧いただき、必要な手続をしてください。
＊１「名義人氏名等」とは、電子証明書に記載されている以下の事項
○名義人氏名
　【工事等】埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者（又は法人代表者）
　【物品等】物品等競争入札参加資格申請時の契約者（又は法人代表者）
○名義人所属の会社本店住所（登記している場合）
○名義人所属の会社名（登記している場合）
○名義人住民票記載住所（電子証明書に記載のある場合）
＊２「変更日」とは、
○名義人・会社名・本店住所の変更は、取締役会等で指定された日
○名義人の改姓や改名・住民票記載住所の変更は、市区町村役場への届出日
※前名義人氏名等の電子証明書（旧電子証明書）を使用した入札は無効になります。旧電子証明書を使用して入札を行った者は、入札参加停止等の措置を受けることがあります。


　










[bookmark: _Hlk160729985]－－－－－－－－－－－－－－－－－－－以下、発注者確認欄－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
□：開札後、電子入札システム上で表示される電子証明書の記載事項と上記５（１）又は（２）及び（３）に相違がないことを確認
□：上記６の全てが「相違がある」に該当しないことを確認
　　※相違がある場合は、入札手続を進める前にヘルプデスクへ確認すること。
　　※標準型でくじになる場合、電子証明書の不正使用があった者は、くじの対象としないこと。
10
